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（廃止されています） 

昭和49年奈良市規則第51号 

奈良市住宅新築資金等貸付条例施行規則 

（目的） 

第１条 この規則は、奈良市住宅新築資金等貸付条例（昭和49年奈良市条例第43号。以下「条例」

という。）の施行について必要な事項を定めることを目的とする。 

（貸付対象住宅等の規模） 

第２条 条例第４条第２項の規定により規則で定める貸付対象住宅又は貸付対象土地の規模は、次

の各号に定めるところによる。 

(１) 貸付対象住宅は、安全上、衛生上及び耐久上必要な規模、構造、設備、敷地等を備え、か

つ、良好な居住性を有する住宅で、１戸の床面積の合計（共同住宅においては、共用部分の床

面積を除く。以下同じ。）が、30平方メートル以上125平方メートル以下のものとする。ただし、

60歳以上の老人とその親族が同居する場合（当該老人とその配偶者のみが同居する場合を除

く。）、６人以上の親族が同居する場合等で特に市長がその必要を認めたときは、１戸の床面

積の合計の上限を165平方メートルとすることができる。 

(２) 人の居住の用に供したことのある住宅を購入する場合には、貸付の対象となる住宅は、安

全上、衛生上及び耐久上必要な規模、構造、設備等を備え、かつ、良好な居住性を有する住宅

で、次のいずれかに該当するものとする。 

(ア) １戸の床面積の合計が30平方メートル以上125平方メートル以下で、昭和45年４月１日以

降に建設された地上階数３以上の耐火構造の共同住宅 

(イ) １戸の床面積の合計が30平方メートル以上125平方メートル以下（60歳以上の老人とその

親族が同居する場合（この老人とその配偶者のみが同居する場合を除く。）、６人以上の親

族が同居する場合等で、特に市長が必要と認めたときは、30平方メートル以上165平方メート

ル以下）で、昭和54年４月１日以降に建設された専用住宅（地上階数３以上の耐火構造の共

同住宅を除く。） 

(３) 貸付の対象となる住宅の改修工事は、住宅又は住宅部分の基礎、床、土台、柱、壁、はり、

天井、屋根、その他の主要な構造部分又は電気設備、給排水設備、台所、便所等の設備につい

て行われる増築、改築、移築、修繕若しくは模様替え又は設備の改善とする。 

(４) 貸付対象土地の規模は、100平方メートル以上400平方メートル以下（住宅が共同住宅であ

る場合の土地にあつては、１戸当たり50平方メートル以上400平方メートル以下）とする。ただ
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し、既に自ら居住する住宅が建設されている土地に貸付対象土地を加え、一団の土地とすると

きは、当該一団の土地の規模が100平方メートル以上400平方メートル以下（住宅が共同住宅で

ある場合の土地にあつては、１戸当たり50平方メートル以上400平方メートル以下）とする。 

（貸付金の限度） 

第３条 条例第５条の規定により規則で定める住宅新築資金等の貸付金（以下「貸付金」という。）

の金額は、一の貸付対象につき、次の各号に掲げる区分に応じ、それぞれ当該各号に掲げる金額

とする。 

(１) 住宅新築資金 30万円以上760万円以下。ただし、１平方メートル当たりの新築（又は購入）

単価に75平方メートルを乗じて得た額を超えないものとする。 

(２) 住宅改修資金 ４万円以上480万円以下 

(３) 宅地取得資金 30万円以上590万円以下。ただし、１平方メートル当たりの取得単価に300

平方メートルを乗じて得た額を超えないものとする。 

（償還期限） 

第４条 条例第６条第２項の規定により規則で定める貸付金の償還期間は、次の各号に掲げる区分

に従い、それぞれ当該各号に掲げる期限とし、その計算は、貸付金の全額の支払を行つた日の翌

日から起算するものとする。 

(１) 住宅新築資金 

(ア) 30万円以上50万円未満 ９年以内 

(イ) 50万円以上100万円未満 12年以内 

(ウ) 100万円以上200万円未満 15年以内 

(エ) 200万円以上300万円未満 18年以内 

(オ) 300万円以上 25年以内 

（第２条第２号(イ)に掲げる住宅にあつては、20年以内） 

(２) 住宅改修資金 

(ア) ４万円以上30万円未満 ６年以内 

(イ) 30万円以上60万円未満 ９年以内 

(ウ) 60万円以上100万円未満 12年以内 

(エ) 100万円以上 15年以内 

(３) 宅地取得資金 

(ア) 30万円以上50万円未満 ９年以内 
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(イ) 50万円以上100万円未満 12年以内 

(ウ) 100万円以上150万円未満 15年以内 

(エ) 150万円以上200万円未満 18年以内 

(オ) 200万円以上 25年以内 

（借入申請） 

第５条 貸付金の借入れをしようとする者は、次の各号に掲げる区分に応じ、市長に申請しなけれ

ばならない。 

(１) 住宅新築資金の借入れを申請しようとする者は、住宅新築資金借入申請書（別記第１号様

式）に次に掲げる書類を添えて申請しなければならない。 

(ア) 申請者の住民票謄本及び連帯保証人の住民票抄本 

(イ) 貸付対象住宅及び現住所の附近見取図 

(ウ) 貸付対象住宅の各階平面図及び敷地平面図 

(エ) 申請者及び連帯保証人の所得を証する書類並びに納税証明書 

(オ) 貸付対象住宅の工事見積書及び建築基準法（昭和25年法律第201号）に基づく確認済証の

写し 

(カ) その他市長が必要と認める書類 

(２) 住宅改修資金の借入れを申請しようとする者は、住宅改修資金借入申請書（別記第２号様

式）に次に掲げる書類を添えて申請しなければならない。 

(ア) 申請者の住民票謄本及び連帯保証人の住民票抄本 

(イ) 申請者が貸付対象住宅の所有者であることを証する書類又は改修することについての所

有者の同意書及びその所有者であることを証する書類 

(ウ) 現住所の附近見取図 

(エ) 改修しようとする住宅の平面図（当該改修箇所を図示したもの） 

(オ) 申請者及び連帯保証人の所得を証する書類並びに納税証明書 

(カ) 貸付対象住宅の工事見積書 

(キ) その他市長が必要と認める書類 

(３) 宅地取得資金の借入れを申請しようとする者は、宅地取得資金借入申請書（別記第３号様

式）に次に掲げる書類を添えて申請しなければならない。 

(ア) 申請者の住民票謄本及び連帯保証人の住民票抄本 

(イ) 貸付対象土地及び現住所の附近見取図 
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(ウ) 貸付対象土地の平面図 

(エ) 貸付対象土地の登記簿謄本 

(オ) 申請者及び連帯保証人の所得を証する書類並びに納税証明書 

(カ) その他市長が必要と認める書類 

（貸付の決定） 

第６条 市長は、前条の規定により借入れの申請があつたときは、申請内容を審査のうえ、貸付け

の可否を決定し、貸付決定通知書（別記第４号様式）又は借入申請却下通知書（別記第５号様式）

により、当該借入れの申請者に通知するものとする。 

（連帯保証人） 

第７条 条例第３条第１項第３号に規定する連帯保証人は、１人とし、次の各号に掲げる要件を備

えている者でなければならない。 

(１) 日本国民たる年齢満20年以上の者で、引き続き３箇月以上奈良県内の同一市町村の区域内

に住所を有するもの 

(２) 一定の職業を有し、独立の生計を営んでいる者 

(３) 貸付金の償還について弁済の能力を有すると認められる者 

(４) 貸付金の貸付を受けていない者 

(５) 貸付金の借入れについて他に保証していない者 

２ 貸付金を受けている者（以下「借受人」という。）が、連帯保証人を変更しようとするときは、

連帯保証人変更申請書（別記第６号様式）に新しい連帯保証人の住民票抄本、所得を証する書類、

納税証明書及び印鑑登録証明書を添えて市長の承認を受けなければならない。 

３ 市長は、連帯保証人が第１項各号に定める要件を失つたとき、又は連帯保証人として適当でな

いと認めたときは、借受人に対し連帯保証人の変更を命ずることができる。 

（抵当権の設定） 

第８条 第６条の規定により貸付決定の通知を受けた者（以下「借受決定者」という。）のうち、

貸付対象住宅を新築し、若しくは購入し、又は貸付対象土地の取得をしたものは、貸付対象住宅

又は貸付対象土地について抵当権を設定しなければならない。 

２ 借受決定者は、前項の規定による抵当権設定の登記手続を完了したときは、当該抵当権設定の

登記済証の写しを市長に提出しなければならない。 

（契約の締結） 

第９条 借受決定者は、第10条第１項の規定により貸付金の支払を受けるに当たつては、あらかじ
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め貸付契約書（別記第７号様式）により市と貸付契約を締結しなければならない。この場合にお

いて、借受決定者は、自己及び連帯保証人の印鑑登録証明書を提出しなければならない。 

２ 借受決定者は、前条の規定により抵当権の設定をするに当たつては、抵当権設定契約書（別記

第７号様式の２）により市と抵当権設定契約を締結しなければならない。 

（貸付金の支払） 

第10条 貸付金の支払は、次の各号に定めるところによる。 

(１) 住宅新築資金は、市長が、借受決定者の住宅新築工事のむね上げを確認したとき貸付金の

60パーセントに相当する額を、当該住宅に第８条の規定による抵当権を設定しその登記済証に

よりこれを確認したときその残額を支払う。ただし、新築住宅の購入の場合は、借受決定者が

当該住宅の取得契約を締結した後において、当該住宅に第８条の規定による抵当権を設定し、

その登記済証により市長がこれを確認したとき貸付金の全額を支払う。 

(２) 住宅改修資金は、借受決定者が住宅の改修工事を完了し、市長がこれを確認したとき貸付

金の全額を支払う。 

(３) 宅地取得資金は、借受決定者が宅地の取得契約を締結した後において、当該宅地に第８条

の規定による抵当権を設定し、その登記済証により市長がこれを確認したとき貸付金の全額を

支払う。 

２ 借受人は、貸付対象住宅の新築若しくは購入、住宅の改修又は貸付対象土地の取得に要した費

用の額が貸付金の額に満たないときは、速やかに貸付けに関する契約の変更手続きをとるととも

に、貸付金のうち既に支払いを受けた額が当該費用を超えるときは、速やかにその差額を市長に

返還しなければならない。 

３ 借受人は、前項の場合のほか、やむを得ない事情により貸付金の額の変更を必要とするに至つ

たときは、当初の申込手続に準じて、貸付金の額の変更を申請することができる。 

（貸付決定の取消し） 

第11条 市長は、借受決定者の責めに帰すべき理由により、貸付決定後５月以内（貸付決定日が11

月１日以後であるときは、当該貸付決定日の属する年度内）に前条第１項の規定に基づく貸付金

の全部又は一部の支払ができないときは、貸付決定を取り消すものとする。 

（償還方法） 

第12条 貸付金は、貸付金の全額の交付を受けた日の属する月の翌月から、償還金納入通知書（別

記第８号様式）により償還するものとし、その償還額は、別に定める償還額表によるものとする。 

（工事完了審査） 
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第13条 借受人は、住宅新築資金、住宅改修資金又は宅地取得資金の貸付に係る住宅の建設若しく

は改修又は宅地の造成の工事が完了したときは、完了届（別記第９号様式）を市長に提出し、工

事完了の審査を受けなければならない。 

２ 借受人は、正当な理由がない限り、前項に規定する工事完了審査を拒んではならない。 

（償還の猶予又は免除） 

第14条 条例第９条の規定により貸付金の償還の猶予又は免除を申請しようとする者は、償還猶予

（免除）申請書（別記第10号様式）を市長に提出しなければならない。 

２ 市長は前項の申請書を受理したときは、償還猶予（免除）決定通知書（別記第11号様式）又は

償還猶予（免除）申請却下通知書（別記第12号様式）により、当該申請者に通知するものとする。 

附 則 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（奈良市住宅改修資金貸付条例施行規則の廃止） 

２ 奈良市住宅改修資金貸付条例施行規則（昭和45年奈良市規則第13号。以下「旧規則」という。）

は、廃止する。 

（奈良市事務分掌規則の一部改正） 

３ 奈良市事務分掌規則（昭和37年奈良市規則第８号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

（奈良市会計規則の一部改正） 

４ 奈良市会計規則（昭和40年奈良市規則第１号）の一部を次のように改正する。 

（次のよう略） 

（経過措置） 

５ この規則施行の際現に旧規則の規定に基づき貸し付けている住宅改修資金については、なお従

前の例による。 

附 則（昭和53年７月１日規則第33号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市住宅新築資金等貸付条例施行規則第３条第１号及び第３号の規

定は、この規則の施行の日以降における住宅新築資金等の借入申請に基づき貸し付ける分から適
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用し、同日前に貸し付けた住宅新築資金等については、なお従前の例による。 

附 則（昭和54年３月12日規則第６号） 

この規則は、昭和54年４月１日から施行する。 

附 則（昭和54年９月22日規則第32号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市住宅新築資金等貸付条例施行規則の規定は、この規則の施行の

日以降における住宅新築資金等の借入申請に基づき貸し付ける分から適用し、同日前に借入申請

のあつたものについては、なお従前の例による。 

附 則（昭和55年10月11日規則第43号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市住宅新築資金等貸付条例施行規則の規定は、この規則の施行の

日以降における住宅新築資金等の借入申請に基づき貸し付ける分から適用し、同日前に借入申請

のあつたものについては、なお従前の例による。 

附 則（昭和56年３月13日規則第５号） 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和56年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市住宅新築資金等貸付条例施行規則の規定は、この規則の施行の

日以後における住宅新築資金等の借入申請に基づき貸し付ける分から適用し、同日前に借入申請

のあつたものについては、なお従前の例による。 

附 則（昭和57年３月31日規則第12号） 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和57年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市住宅新築資金等貸付条例施行規則の規定は、この規則の施行の

日以後における住宅新築資金等の借入申請に基づき貸付ける分から適用し、同日前に借入申請の
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あつたものについては、なお従前の例による。 

附 則（昭和57年12月27日規則第46号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市住宅新築資金等貸付条例施行規則の規定は、この規則の施行の

日以後における住宅新築資金等の借入申請に基づき貸し付ける分から適用し、同日前に借入申請

のあつたものについては、なお従前の例による。 

附 則（昭和59年３月31日規則第７号） 

（施行期日） 

１ この規則は、昭和59年４月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市住宅新築資金等貸付条例施行規則の規定は、昭和59年４月１日

以降における住宅新築資金等の借入申請に基づき貸し付ける分から適用し、同日前に借入申請の

あつたものについては、なお従前の例による。 

附 則（昭和60年３月30日規則第14号） 

この規則は、昭和60年４月１日から施行する。 

附 則（平成元年３月６日規則第５号） 

１ この規則は、平成元年４月１日から施行する。 

２ この規則の施行の際、現に敬称に殿を用いて作成されている用紙は、当分の間、使用すること

ができる。 

附 則（平成２年５月14日規則第31号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市住宅新築資金等貸付条例施行規則の規定は、この規則の施行の

日以後における住宅新築資金等の借入申請に基づき貸し付ける分から適用し、同日前に借入申請

があつたものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成３年３月22日規則第14号） 

この規則は、平成３年４月１日から施行する。 
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附 則（平成４年６月29日規則第36号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市住宅新築資金等貸付条例施行規則の規定は、この規則の施行の

日以後における住宅新築資金等の借入申請に基づき貸し付ける分から適用し、同日前に借入申請

があつたものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成６年６月１日規則第36号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市住宅新築資金等貸付条例施行規則の規定は、この規則の施行の

日以後における住宅新築資金等の借入申請に基づき貸し付ける分から適用し、同日前に借入申請

があったものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成７年６月１日規則第39号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市住宅新築資金等貸付条例施行規則の規定は、この規則の施行の

日以後における住宅新築資金の借入申請に基づき貸し付ける分から適用し、同日前に借入申請が

あったものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成８年７月10日規則第44号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市住宅新築資金等貸付条例施行規則の規定は、平成８年５月10日

以後における住宅新築資金の借入申請に基づき貸し付ける分から適用し、同日前に借入申請があ

ったものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成９年11月26日規則第47号） 

（施行期日） 
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１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市住宅新築資金等貸付条例施行規則の規定は、この規則の施行の

日以後における住宅新築資金の借入申請に基づき貸し付ける分から適用し、同日前に借入申請が

あったものについては、なお従前の例による。 

附 則（平成11年４月30日規則第34号） 

この規則は、平成11年５月１日から施行する。 

附 則（平成12年２月21日規則第６号） 

（施行期日） 

１ この規則は、公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この規則による改正後の奈良市住宅新築資金等貸付条例施行規則の規定は、この規則の施行の

日以後における住宅新築資金等の借入申請に基づき貸し付ける分から適用し、同日前に借入申請

があったものについては、なお従前の例による。 
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別記 

第１号様式（第５条関係） 
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第２号様式（第５条関係） 
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第３号様式（第５条関係） 
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第４号様式（第６条関係） 
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第５号様式（第６条関係） 
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第６号様式（第７条関係） 
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第７号様式（第９条関係） 
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別記第７号様式の２（第９条関係） 
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第８号様式（第12条関係） 
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第９号様式（第13条関係） 
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第10号様式（第14条関係） 
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第11号様式（第14条関係） 
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第12号様式（第14条関係） 

 


